
琵琶湖森林づくり基本計画　進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

１　環境に配慮した森林づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

35%

40%

58%

56%

　森林の保全のため、マツクイムシの防除および駆除、野生
獣（シカ、クマ）被害防除対策を実施しているが、特にニホ
ンジカによる林業被害が深刻となっている。
　ナラ枯れについては、平成２３年度に比べ増加しており、
特に県南部地域において被害が目立っている。
（実被害面積は18ha）
　※トータル事業量：獣害防止ﾃｰﾌﾟ巻き等（959ha）、松枯
れやナラ枯れの被害木整備（372m3）

(2)人工林の特
性に配慮した
森林整備の推
進

 376ha
(累計

1,075ha)

55%

62% 1,921ha

-8% -105% 272%

113,512m

867%

◆②長寿の森奨励事業 　成熟期を迎える森林について、手入れ
の行き届いた長伐期林に誘導すること
で、水源涵養機能の高い森林に導く。

－ －

・長寿の森奨励事業
　平成２４年度は、長伐期施業への誘導を進めるた
め、4,039haの人工林に対して事業を実施した。

◆③森林を育む間伐材
　       利用促進事業

　間伐材を搬出・利用することで、資源
の循環と二酸化炭素の固定による地球温
暖化防止に貢献する。

 ・地球温暖化防止対策
　　　県産材供給支援事業

　間伐材の有効利用を図るため、需要者
のニーズにあわせて適切に仕分け・寸検
する経費および保管・ロットをとりまと
める経費を助成する。

－ －

・地球温暖化防止対策県産材供給支援事業
　22,660ｍ3の間伐材買取を支援した。
　引き続き、制度のPRに努め、搬出利用の拡大を推進
する必要がある。

 ・間伐材搬出対策事業 　間伐材の利用を促進するため、簡易な
間伐材搬出路の作設および伐採･搬出に必
要な林業機械のレンタル利用を支援す
る。

・間伐材搬出対策事業（H20より実施）
　13,739ｍの間伐材搬出路を作設するとともに効率的な間伐
材搬出を図るため、11森林組合での林業機械活用への助成を
実施し、積極的な間伐材の搬出作業を支援した。

(3)天然林の保
全管理の推進

◆④里山リニューアル事業

－ －

基本指標達成度　★：0-29%　★★：30-49%　★★★：50-69%  ★★★★：70-89%  ★★★★★：90%以上　　また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。
　

◆①陽光差し込む健康な
　       森林づくり事業
　
　・環境林整備事業
　・農地漁場水源確保
          森林整備事業
　・森林吸収源確保対策事業
　・放置林防止対策
　　　　　境界明確化事業
　・森林環境の調査研究
  ・森林動物対策事業
　(湖国の森林と自然を守る
　　ニホンジカ特別対策事業)
  (ニホンジカ防除対策モデル
                      事業）

●間伐総合対策
　・造林事業
　・治山事業
　・森林整備加速化基金事業

【年間間伐実施面積】
   H20  2,525ha/年
　 H26　3,100ha/年

●基盤整備の推進
　・林道事業
　・造林事業（作業道整備）
　・森林整備加速化基金事業

【施策目的】
里山林については、地域住民をはじめさまざまな主
体による新たな森林整備の仕組みづくりを進める。
また、奥地林については、自然生態系の保全に努め
ると共に、必要に応じて森林の多面的機能が高度に
発揮されるよう森林整備を進める。

【施策目的】
　環境に配慮しながら木材資源の循環利
用をめざす森林については、地域の実情
に応じた効率的・効果的な森林整備を推
進する。
　また、森林の持つ多面的機能を持続的
に発揮させるよう整備管理していく森林
へ転換する人工林については針広混交林
へと誘導する。

(1)多面的機能
を発揮させる
森林管理の推
進

121 除間伐を必要とする人工
林に対する整備割合

   H15 64%
   　→ H20 65%
          → H26 80%
               → H32 90%

【施策目的】
　森林の多面的機能を十全に発揮させるよ
うな森林整備に努める。

111 民有林に占める保安林面
積の割合
　H15 33%　→　H20 34%
　　　　   →  H26 36%
　　　　　 →  H32 38%

112 治山事業による保安施設
整備割合

  H15 49%
　　→ H20 57%
 　　　  → H26 61%
　　　　　　　→ H32 65%

★★

(29%)

｢昨年度よ
り低下｣

【施策目的】
　環境に配慮しながら木材資源の循環利用
をめざす森林については、地域の実情に応
じた効率的・効果的な森林整備を推進す
る。
　また、森林の持つ多面的機能を持続的に
発揮させるよう整備管理していく森林へ転
換する人工林については針広混交林へと誘
導する。

－

　森林の多面的機能を高度に発揮さ
せるため、保安林に指定し、山地災
害から県民の生命財産を保全し、森
林病虫獣の被害を防除して、森林の
保全に努める。

－

●森林の保全と
    災害対策の推進
 ・治山事業
 ・森林病害虫等防除事業
 ・保安林適正管理(許認可)

【多面的機能を発揮させる森
林管理の推進】
  平成２５年９月の台風１８
号被害に見られるよう、近
年、林地災害が多発する傾向
となっているが、被災箇所の
早期復旧と再度の災害の防止
を図るため、治山事業を積極
的に推進し、県民の人命と財
産を最優先に守っていく。
  ニホンジカの被害対策につ
いては、年々捕獲数は増加し
ているが、さらに捕獲数の増
加を目指すとともに、捕獲が
進めにくい高標高地域等での
対策に引き続き取り組んでい
く。また、ナラ枯れ対策につ
いても引き続き推進し、被害
拡大を防いでいく。

【人工林の特性に配慮した森
林整備の推進】
　森林のもつ多面的機能がこ
れからも持続的に発揮できる
よう、間伐等森林整備および
県産材供給の基盤となる路網
整備を積極的に推進してい
く。
　間伐の推進については、搬
出間伐を中心に推進していく
が、切り捨て間伐について
も、森林所有者や林業事業体
に対し、補助制度など十分説
明し、森林整備を効果的に推
進していく。
　山村の過疎化に伴い林地境
界が不明確になっていること
は、森林整備推進の大きな課
題となっている。引き続き琵
琶湖森林づくり事業の放置林
対策境界明確化事業を積極的
に推進していく。また、地籍
調査については、地積調査推
進連絡協議会が庁内に設置さ
れており、その中で推進方策
について、検討していく。
  ニホンジカ対策の効果や手
法については、ニホンジカ防
除対策モデル事業の対象区域
を拡大し、高標高地域・奥山
における希少植物の保全・捕
獲方法の確立を目指す。

【全般事項】
　基本指標達成度については、間伐以外
の項目は、順調に進んでおり、事業は、
施策の目的に照らして概ね妥当である。
　間伐の達成度の低下については、国の
施策変更による影響が考えられるが、森
林整備は最も重要な施策のひとつであ
り、より充実した施策の推進に期待した
い。

【多面的機能を発揮させる森林管理の推
進】
　保安林面積や治山事業による保安施設
事業の基本指標達成度については、順調
に進んでおり、概ね妥当である。
　昨今の林地災害の発生、野生獣（とく
にニホンジカ）やナラ枯れ被害の増加な
どに対応できるよう、できる限り早期に
効率的な施策の推進が望まれる。

【人工林の特性に配慮した森林整備の推
進】
　間伐の基本指標達成度が低下している
ことは課題であるが、一方で、作業道等
路網の延長距離は、順調に増加してお
り、評価できる。
　間伐面積の低下については、搬出間伐
を主に推進してきたことが一因としてあ
げられるが、今後、伐り捨て間伐も補助
の対象にされる見込みであり、その場合
には、森林所有者に理解を求め、間伐の
推進を図られたい。
　放置林対策境界明確化事業の着実な推
進が必要である。また、林地の地籍調査
の推進については、滋賀県は全国的にも
遅れており、課題である。
　ニホンジカ対策については、積極的に
取り組みを進められているが、さらに効
果や手法も検証しながら推進していただ
きたい。
その他、間伐材の販路拡大、放置林の間
伐推進、マツクイムシの防除・駆除の推
進などの意見があった。

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】

取組のねらい

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況
基本指標達成度
(H17～H32)

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

実施目標達成率
（H22～H26）

　　事業の実施概要

　・推進の状況
　・推進上の問題点の分析
　　（対応の状況を含む）

滋賀県
森林審議会
の評価等

平成２４年度末状況

　荒廃林地の復旧および予防等により県土の保全と保
安林機能の増進を図るために実施。
<治山事業による保安施設整備割合>
治山事業による保安施設整備面積 273ha(76箇所)

　厳しい予算事情の中で、災害発生箇所の復旧を優先
するなど効果的な実施に努めている。

　平成２３年度より、国の政策として、原則、搬出間
伐のみが補助の対象となった。
　そのため、集約化を進め、作業道の整備を積極的に
実施することに重点を置き、併せて間伐を行う方式に
シフトしているため、結果的に間伐実施面積自体は減
少することとなった。

　平成２４年度の基盤整備における事業実績は、林道
開設506ｍ、林業専用道960mおよび作業道開設112,552
ｍであり、昨年と同様に積極的な整備ができた。

　環境林整備事業については、放置森林を対象に強度間伐と
密度管理型の整備手法の導入を進めている。
　また、農地漁場の水源地域における手入れ不足森林を対象
に除間伐を実施し、その整備を進めた。
　加えて、間伐等が未整備で放置されている森林が増加傾向
にある中、境界の明確化のため、新たに放置林防止対策境界
明確化事業に着手した。
　湖国の森林と自然を守るニホンジカ特別対策事業では、許
可捕獲に対する助成に加え、狩猟に対する捕獲についても助
成対象とし、捕獲の推進に努めた。（本事業による捕獲頭
数：許可捕獲3,918頭、狩猟捕獲3,864頭）
　これまで捕獲の進んでいない高標高地域での希少種の植生
保全および効果的な捕獲手法を検討するため、伊吹山におい
てモデル事業を実施。

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

<民有林に占める保安林面積>
　森林の多面的機能を高度に発揮させるために、新た
に472haを保安林に指定した。
　　累計：64,309ha（民有林の35％）

【環境林整備面積】

 H20   422ha(累計)
 H26 1,600ha(累計)

【年間作業道開設延
長】
    H20 26,115m/年
    H26 36,200m/年

　社会経済情勢の変化により利用されず
に荒廃している里山を市町が主体となっ
て手入れし、県民が森林に親しみ利用で
きる場とする。
また、緩衝帯の整備を行い野生獣の生息
環境の改善を図る。

　森林の持つ多面的機能を高度に発揮さ
せるため、奥地などの放置された人工林
を強度間伐し、環境豊かで生態系に富ん
だ針広混交林に導くことや、手入れ不足
の「人工林」を間伐し「多面的機能の高
い森林」に導く。
　また、森林環境の調査研究により、環
境を重視した森林づくりを推進する。
　さらに、ニホンジカの食害が森林生態
系の下層植生全体に及んでいるため、ニ
ホンジカの捕獲により個体数を減少さ
せ、森林被害を抑制する。

　路網や高性能林業機械の整備による森
林整備の効率化を図りながら、手入れ不
足森林の解消を進め、公益的機能を発揮
する森林づくりを進める。

○地球温暖
化防止に向
けた森林吸
収源対策の
推進

22箇所、83haの里山で実施(里山整備:14箇所、61ha
緩衝帯整備:8箇所､22ha）
　従来の整備に加え、緩衝帯整備を実施したが、整備
後の維持管理作業が、地域で主体的に継続して実施さ
れる仕組みが必要である。

戦

戦

戦

計算式
（35-33)/(38-33)＝40.0％

計算式
（58-49)/(65-49)＝56.3％

計算式
(36,692+273)/64,309＝57.5％

計算式
（62-64)/(90-64)＝-7.6％

計算式
（1,921-2,525)/(3,100-2,525)＝-105.0％

計算式
（64,309/184,233)＝34.9％

計算式
(1,075-422)/(1,600-422)＝55.4％

計算式
（113,512-26,115)/(36,200-26,115)＝866.6％

達成度：基本施策毎の単純平均
（40+56-8)/3=29.3％

達成度：基本施策毎の単純平均
（55+(-105)+867)/3＝272.3％

1



琵琶湖森林づくり基本計画　進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

２　県民の協働による森林づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)県民の主体
的な参画の促
進 ○多様な主

体や新たな
仕組みによ
る森林づく
りの推進

17協定

117%

127団体

◆⑥みんなの森づくり
         活動支援事業

　県民が森林づくりに積極的に参画する
ための場づくりや森林づくり活動、組織
づくりを支援する。

81%

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

 ・みんなで始めよう
  　森づくり活動公募事業

　森林づくりや資源利用、森林環境学習
や人材育成など、地域のＮＰＯ等から提
案のあった活動に対して助成

延べ935日

169%

 ・流域森林づくり
    　委員会推進事業

143%

(2)里山の整
備・利活用の
推進 － －

 13箇所

　33%

◆⑤協働の森づくり
        の啓発事業

10,618人

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

79%

基本指標達成度　★：0-29%　★★：30-49%　★★★：50-69%  ★★★★：70-89%  ★★★★★：90%以上　　また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

●「上下流連携の森林づくり」
や「湖国のみどりづくり」の推
進

　・上下流連携の森林づくり
　　           活動の支援
　（企業と森林組合等の連携）

◆⑥みんなの森づくり
        活動支援事業

　・県民参加の里山づくり事業
    （里山協定林推進事業）

－

【施策目的】
　県民の身近に存する里山については、県民協
働で行う森林の整備保全活動を支援する。

221 里山整備協定林の数
              （累計）

   H15 0箇所
    → H20 9箇所
　　  　→ H26 25箇所
　　　　　　→ H32 40箇所

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

　森林の価値や大切さ、森林づくりへの
参加、琵琶湖森林づくり県民税の目的や
使途などを広く県民等に普及啓発するこ
とで、森林づくりの意義や税制度の趣旨
について理解と関心を高めてもらう。

<びわ湖水源のもりづくり月間における森林づくりへ
の参加者数>
・森づくり交流会　　4,000人
・地域普及啓発活動　2,156人
・林業技術交流学習会　 92人
・森林環境学習等　　4,370人
　森林づくりに対する県民の理解を深めるため、県広
報誌「滋賀プラスワン」やホームページ等で啓発を行
うとともに、びわ湖水源のもりづくり月間（１０月）
に合わせて、各種の森林づくり活動を積極的に実施
し、一般県民等が気軽に参加できる場を提供した。
　参加者数は昨年度比で、42％と急増した。
　これらを契機として県民協働の森林づくりへの参加
を広げる取り組みを進めていく。

－

【施策目的】
　県民が主体的に森林づくりに参加できるよう森
林・林業の情報提供や上下流連携による森林づくり
活動を進める。
　また、流域の森林づくりの在り方、進め方につい
て、ひろく県民が協働で活動できる組織の整備や活
動を支援する。

基本指標達成度
(H17～H32)

★★★

(64%)

「昨年度
より向
上」

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】

211 森林づくり活動を実践している
市民団体等の数（累計）

    H15 30団体
  　  →H20 99団体
　  　  　→ H26 125団体
　　   　　　　→ H32 150団体

(3)びわ湖水源
のもりの日・
びわ湖水源の
もりづくり月
間の取り組み 231 びわ湖水源のもりづくり月間

の森林づくり（取り組み）への参
加者数

  H15 1,583人
   → H20 6,742人
　     → H26 8,000人
           → H32 13,000人

【施策目的】
　びわ湖水源のもりの日・びわ湖水源のもりづくり
月間が定着するよう様々なメディアを通じて普及啓
発を行う。

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

【森林づくり活動市民
団体年間延べ活動日
数】

　　H20  482日/年
　　H26　750日/年

19団体の活動に対して助成した。　活動支援により森
林づくり活動が活発となり、森林づくり活動を実践し
ている市民団体の数が増加し、活動日数も昨年の555
日から935日へと増加した。
　今後は、ホームページ「森づくりネット･しが」の
活用など、団体が参加者を広く募る場や情報交換･発
信をする場の提供を行い主体的な取組みが進むよう支
援する必要がある。

「上下流連携の森林づくり」は、従来事業の林業普及
や、琵琶湖森林づくり県民税事業の協働の森づくりの
啓発事業として実施した。
※甲賀市と大阪府豊中市との連携活動（1回）
※琵琶湖森林づくりパートナー協定
　　（H24 3件、累計17件締結）
※琵琶湖森林づくりサポート事業
　山門水源の森において、現地交流会を開催し、県内
だけでなく下流府県の住民に対し琵琶湖の源流である
滋賀の森林に関心を持ってもらう機会を提供した。

滋賀県
森林審議会
の評価等

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

平成２４年度末状況

　　事業の実施概要

　・推進の状況
　・推進上の問題点の分析
　　（対応の状況を含む）

【県民の主体的な参画の推
進】
  森づくり市民団体、企業な
どについては、森づくり交流
会などの参加者は増加してき
ており、森林への関心が高
まってきている一方、平成25
年6月に行った県民世論調査
よると琵琶湖森林づくり県民
税や琵琶湖森林づくり事業に
ついて知らないと答えた人
は、回答者の６７％にとなっ
ており、県民税や事業につい
て認知度が低く課題である。
　県民が森林がもたらす恵み
を享受していることを深く認
識し、森林づくりに積極的に
参加できるよう、県ホーム
ページ「森づくりネット・し
が」における情報提供、「森
づくり交流会」の開催、また
県広報誌における情報提供な
どにより森林・林業の現状や
琵琶湖森林づくり事業の実施
状況、森づくりに関するイベ
ント情報など今後も積極的に
PRしていく。
　森づくり市民団体や企業な
どに対しては、これからも情
報提供や運営の支援など積極
的に行い、裾野をさらに広げ
ていく。また、森づくり活動
の実施状況についても、積極
的に情報を入手し、今後の事
業推進の参考にしていく。

【里山の整備・利活用の推
進】
　県民参加の里山づくり事業
については、市町が主体と
なって里山保全グループ、森
林所有者が協定を結ぶことに
なっており、今までの成果や
事例について、市町に対し情
報提供を行い、協定数の増加
を目指したい。

【全般事項】
　基本目標達成度については、昨年度よ
り向上しており、適切に施策が進められ
ている。事業内容も目的に照らして妥当
である。各種交流会や学習の参加者も増
えてきており、県民の森林への関心が高
まってきている。
　一方、森林・林業経営のための貢献度
は低いとの意見や、県民協働の森づくり
を推進するにあたり、森林・林業の現状
を的確に知らせなければいけないとの意
見もあった。
　また、県民税を支払うことにより、ど
れほど滋賀県の森林が豊かになり、その
ことが県民の生活にいかに役立っている
のか等、今後も情報発信を広く行う必要
がある旨の意見があった。

【県民の主体的な参画の推進】
　森林づくり活動を実践している団体は
着実に増加しており、ボランティア等が
森林に入る機会が増えたことは良いこと
であり、評価できる。
　森林づくりへの参加は、幅広く各企業
や学校および各種団体に呼びかける等、
森林づくりへの理解者を増やしていくこ
とは、これからも大切であり、事業の実
施を期待される。
　県による森林づくりの参加市民団体へ
の評価は重要であり、県によるアドバイ
スや補助事業の助成内容がフィードバッ
クされることにより、より効果的な取り
組みが期待できる。
　その他、琵琶湖森林づくりパートナー
協定の更新に対する支援、都市と森林を
繋ぐコーディネーター制度の創設、シニ
ア層への森林・林業啓発の学習機会の創
設、流域森林づくり委員会の施策への反
映などについて意見があった。

【里山の整備・利活用の推進】
　県民参加の里山づくり事業について
は、これまでの取り組みの具体的成果を
幅広くPRすることによって、協定数の増
加が期待される。

　全県下で流域森林づくり委員会（６委員会）が設立
されている。
　平成２３年度においては、森林づくりやそのあり方
の検討や提案、情報の発信等、様々な取り組みに加
え、１委員会からの施策提案をもとに意見交換を実施
した。
  今後も引き続き、各地域の特性にあった活動に対し
て支援していく。

　琵琶湖の水源としての森林の重要性が
認識されるように、下流の市民団体、ボ
ランティア等と上流の森林所有者との上
下流連携による森林づくり活動やみどり
づくりを支援する。

【琵琶湖森林づくり
パートナー協定(企業
の森)締結数】

　　H20   3協定
　　H26　15協定

取組のねらい

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

実施目標達成率
（H22～H26）

　箇所数は、平成２３年度から１箇所増加し１３箇所
となり、活動は継続的に展開している。
　市町、森林所有者、里山保全団体の協定に基づく実
効性のある事業であり、団体と市町等の協力により県
民が森林に親しむフィールドが整備された。

－

　地域の合意形成を図りながら地域に
あった森林づくりのために主体的に活動
する組織づくりとその運営に対して支援

　里山をフィールドに、計画から実行ま
で地域が協働して取り組む継続的な里山
保全活動への支援。

－

戦

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
（127-30)/(150-30)＝80.8％

計算式
(10,618-1,583)/(13,000-1,583)＝79.1％

計算式
(935-482)/(750-482)＝169.0％

計算式
(13-0/40-0)＝32.5％

10,618人

計算式
(17-3)/(15-3)＝116.6％

戦

達成度：基本施策毎の単純平均
（81+33+79)/3＝64.3％

達成度：基本施策毎の単純平均
（117+169)/2＝143.0％
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琵琶湖森林づくり基本計画　進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

３　森林資源の循環利用の促進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)県産材の利
用の促進

●県産材利用の推進
　・公共施設等木造化・木質化
　　推進
　・木材利用の普及啓発事業

　県産材の利用を促進するため、公共施
設等の木造化・木質化を図り、県産材を
活用した住宅の情報発信や研修会の開催
などによる県産材利用拡大の取組を推進
する。

－ －

<県産材の素材生産量>
　59,000m3(前年度 67,000m3(農林水産省統計より))

　彦根東高校、地球市民の森、県立大学の木造施設建
築により、公共建築物の木造化への関心が高まり、県
産材の加工、流通に関わる事業者の取組も活発になっ
た。

59,000m3
○県産材の
利用促進 (H20～累計)

１５台

31% 75%

◆⑦未来へつなぐ木の
         良さ体感事業

　木の温もりや良さを体感する機会を県
民に提供することで、滋賀の風土にあっ
た地域の木を積極的に使うことを啓発す
る。

－ －

 ・木の香る淡海の家推進事業 　木材の地産地消の普及啓発を進めるた
め、県内に住宅を建てる県民の方にびわ
湖材の使用量に応じて助成する。
　なお、既存住宅の耐震･ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修を
される方には、補強用製材品の無償提供
を実施する。

－ －

<木の香る淡海の家推進事業>
　112戸の木造新築住宅にびわ湖材の使用量に応じた
助成を行った。
　びわ湖材使用量(全戸数分)　1,606m3に相当
             　H16～累計：638戸

 ・木の学習机等
    木製品利用促進事業

　子どもに対して森林の大切さや木の良
さを普及啓発するため、小中学校等に木
の学習机を導入する。

－ － 81%
<木の学習机等木製品利用促進事業>
　1市（１小学校１中学校）1学校法人（中・高）に対
し木の学習机の導入を支援した。
　　　（ 62セット）　H12～累計：11,634セット　木材の地産地消とびわ湖材の普及を図

るため、公共性の高い施設への木製品導
入を支援する。

－ －

　木製品の利用促進を推進するため、７市町２１団体
に対して支援し、木の良さのＰＲに努めた。

・びわ湖材利用促進事業 　「公共建築物等における木材の利用の
促進に関する法律」の施行に対応し、地
域のモデルとなるような公共性の高い施
設（建築物）での「びわ湖材」の利用を
支援する。

<びわ湖材利用促進事業>
　４社会福祉法人、１公立大学法人の木造化・木質化
に対して「びわ湖材」の利用支援を行った。
(新築１件、内装木質化４件、利用材積43.505m3)

・「びわ湖材」産地証明事業

16,828m3

86%

(2)森林資源の
有効な利用の
促進

◆⑦未来へつなぐ木の
         良さ体感事業

　・森の資源研究開発事業

　森林資源や森林空間を利活用した試験
研究を行うとともに、研究開発を行う企
業、研究機関、ＮＰＯ、市町等を支援す
る。

－ －

○森林の新
たな利用の
推進

基本指標達成度　★：0-29%　★★：30-49%　★★★：50-69%  ★★★★：70-89%  ★★★★★：90%以上　　また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

　高性能林業機械の保有台数(累計)については、森林
整備加速化事業の助成により増加した。前述の間伐材
搬出対策事業による林業機械の活用推進に取り組んで
おり、労働安全衛生に配慮しつつ、作業の機械化によ
る効率化･低コスト化等に向けて、今後も積極的に普
及に努める。
　県内森林組合の素材生産量は、着実に増えつつある
ものの、さらに基本指標の達成に向けて重点的に取り
組んでいく必要がある。

<森の資源研究開発事業>
　研究開発を行う３団体を支援した。
　　木材利用(乾燥技術)    　　         1件
　　木質バイオマス利用(薪ストーブ） 　 1件
　　森林環境教育（プログラム）         1件
（参考）H18からの提案内容　延べ29提案
　　　　･木材利用関係　　　　　　７件
　　　　･建築関係                ７件
　　　　･木質バイオマス利用関係　８件
　　　　･森林環境教育関係　　　　４件
　　　　･その他(森林療法等)　　　３件

【高性能林業機械
          導入数】
（累計）
    H20  ６台
    H26  18台

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

平成２４年度末状況

実施目標達成率
（H22～H26）

　木材加工・流通体制の整備合理化を推
進するために、需給情報の提供や供給拠
点づくりの取組を促進する。

●林業･木材産業の振興対策
 ・林業･木材産業振興施設整備
 ・林業関係資金

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

取組のねらい

311 県産材の素材生産量

　H20 32,000m3
　　　→ H26 59,000m3
　　　　　→ H32 120,000m3

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

★★

(31%)

「昨年度
よりやや
低下」

【施策目的】
森林資源の環境に配慮した新しい利用や有効な
活用のための調査研究・技術開発を支援する。

【施策目的】
　住宅建築や公共事業などへの県産材の利用拡
大のための仕組みづくりに取り組み、地産地消
を進める。

【施策目的】
基本指標達成度
(H17～H32)

大項目
（施策群）

基本
施策

滋賀県
森林審議会
の評価等

【びわ湖材認証を
行った年間木材量】

  H20   9,595m3
  H26  18,000m3

<びわ湖材産地証明事業>
　認定事業者は、平成24年度末時点で合計161者と
なった。
　認証木材量は16,828m3（対前年度2,378m3の増）と
なるなど、「びわ湖材」の浸透は着実に進んでいる
が、目標達成には、消費者が利用しやすい、加工流通
体制を整備する必要がある。

【県産材の利用の促進】
　県産材の素材生産量は平成
21年度の３２千m3から平成24
年度５９千m3まで、増加して
いるが、平成32年度の目標値
１２０千m3を目指し、引き続
き県産材利用の拡大と安定供
給体制の構築を推進してい
く。
  そのため、平成２４年に設
置された滋賀県森林組合連合
会の木材流通センターを県産
材流通の拠点施設として位置
づけ、木材流通センターの需
給調整機能の強化を図るた
め、流通コーディネーターの
設置に対し支援していく。
　県産材の消費拡大について
は、「木の香る淡海の家推進
事業」による木造住宅建築へ
の支援や、「公共建築物等に
おける木材の利用の促進に関
する法律」に基づく、公共建
築物の木造化等により、県内
需要を創出していく。
　また、県外の大規模工場へ
の販路拡大や今後需要の増加
が見込まれるエネルギー燃料
としての利用など、多様な利
用に対応可能な県産材の安定
供給体制の構築により、森林
資源の循環利用を推進してい
く。

【森林資源の有効な利用の促
進】
　木質バイオマスの利用につ
いては、効率性や調達などの
課題もあり、木材産業を含め
地域の木材利用全体で計画を
策定する必要がある。このた
め、先行事例を参考としなが
ら進めていきたい。

【全般事項】
　基本指標達成度については、昨年度は
低下したものの、基本指標（県産材の素
材生産量）の平成２６年度目標値には到
達しており、順調に推移していると評価
される。素材生産量は、減少したが、そ
の主因は、昨今の製紙、パルプ需要減少
によるチップ材部門の減少によるもので
あり、製材量部門は横ばい、合板量部門
は増加している。

【県産材の利用の促進】
　彦根東高校など公共建築物の木造化が
進んでいることについて、健康面や精神
面でも良い方に働くことが期待され、評
価できる。さらなる推進を期待する。
　また、木の香る淡海の家推進事業やび
わ湖材利用促進事業に見られるように、
県産材の利用推進は順調に進んでおり、
評価できる。これらの事業の更なる拡大
や新たな施策についても検討されたい。
　森林組合系統の間伐材流通は増加しつ
つあり、評価できる。
一方で、木材の使用量は官民ともまだ少
ないという意見もあり、県から市町への
アドバイスや情報発信が必要である。ま
た、木の学習机は子どもには重量があり
すぎる、木製の体育館などでは声の反響
が大きすぎるなどの欠点もあり、今後
は、機能面も考慮した設計が必要である
旨の意見があった。
その他、県産材の安定供給のためには、
ニホンジカ食害地、放置林などを林地と
して保全させる方策が必要、設計段階で
の設計者、製材者、県との連携・協議が
必要などの意見があった。

【森林資源の有効な利用の促進】
木質バイオマスは、循環型社会の実現の
ために重要な取り組みであり、行政主体
の体制整備の検討が必要である。役場や
学校など公共施設での熱源として、木質
バイオマスの利用を進めていただきた
い。

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

　　事業の実施概要

　・推進の状況
　・推進上の問題点の分析
　　（対応の状況を含む）

　輸送に伴う二酸化炭素の排出を低減す
るなどの地球温暖化防止の観点から、当
面、間伐材を中心とした県産材の産地を
明確にし、消費者に供給する。

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
（59,000-32,000)/(120,000-32,000)＝30.6％

計算式
(14-6)/(18-6)＝66.6％

計算式
(16,828-9,595)/(18,000-9,595)＝86.1％

達成度：基本施策毎の単純平均
（75+86)/2＝80.5％

計算式
(15-6)/(18-6)＝75.0％

3



琵琶湖森林づくり基本計画　進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート(案)

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実　績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

４　次代の森林を支える人づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)森林所有者
等の意欲の高
揚

●森林・林業の担い手確保育成
　・林業普及指導事業
  ・林業後継者育成
  ・林業技術研修

80集落

○意欲ある
林家･グ
ループの育
成

73%

(2)森林組合の
活性化

○森林を育
む担い手づ
くり

●森林組合の活性化
　・林業労働力対策事業

31人

452ha 62% 61%

28%

(3)森林環境学
習の推進

◆⑧森林環境学習
　「やまのこ」事業

　子どもや大人を対象とする森林環境学
習（生涯学習を含む）をすすめ、次代の
森林づくりを支える人を育成する。 17,200人

○森林環境
学習の充実

60%

基本指標達成度　★：0-29%　★★：30-49%　★★★：50-69%  ★★★★：70-89%  ★★★★★：90%以上　　また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

　地域特性や環境に配慮しつつ、森林を
育む担い手を育成するため、森林経営･路
網整備を提案する施業プランナーや高性
能林業機械オペレーターの養成などに取
り組むとともに、森林組合が地域におけ
る森林経営の真の中核的な担い手として
の役割を果たせるように、合併や組合加
入率等の向上を図りながら、木材生産流
通を中心とした事業展開による経営の安
定化に向けた取り組みを積極的に進め
る。

　森林経営に積極的に取り組む森林所有
者を育成するため、地域全体での協同施
業を実施するとともに、施業の集約化に
よる森林の適切な管理を図るため、森林
所有者等に森林整備に関する情報の提供
や技術指導を行う。

－

【森林所有者等の意欲の高揚】
　普及職員が森林組合、市町と
連携し集落会議等において、森
林整備の推進など普及に努める
とともに、林業後継者の掘り起
こしを進めていく。指導林家、
青年林業士については、必要な
人材について認定し、地域の林
業振興のために活動してしてい
ただく。また、新規就労者につ
いては、緑の雇用対策や滋賀県
林業労働力確保支援センターの
事業により進めていく。
　就労環境の改善については、
車両系木材搬出機械の危険防止
施設の設置や林退共の掛金への
支援などを行っていく。

【森林組合の活性化】
  森林施業の集約化について
は、林内路網の整備、高性能林
業機械の導入をさらに進めると
ともに、森林組合と市町、県が
連携をさらに強化し、事業推進
に努める。
　森林施業の集約化を進める上
で、林業従事者の育成は、不可
欠であり、森林施業プランナー
育成研修、森林作業道オペレー
ター研修、低コスト素材生産に
関する研修などにより、人材育
成を進め、森林組合、民間林業
事業体支援をしていく。
  森林組合への指導について
は、常例検査で役職員等の指導
も引き続き実施するなど指導に
努めていく。

【森林環境学習の推進】
  やまのこ事業については、平
成１９年度から実施しており、
県内全小学校が参加するように
なった。やまのこ事業を核とし
て、県内の各地域において、森
林環境学習の裾野が広がるよう
引き続き森林環境学習を推進し
ていく。
  また、子供から大人まで幅広
い層への森林環境学習の推進に
ついても林研グループなどと連
携し、幅広く取り組みたい。

【森林環境学習の年
間受講者数】

　H20   12,928人
　H26   20,000人

－

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

【施策目的】
　県民に対し森林の多面的機能についての理解
と関心を深め、森林づくりへの参加意欲の高揚
に努める。

【施策目的】
　森林所有者・林業従事者が生き生きと森林づ
くりに取り組めるよう森林整備情報の提供や技
術指導に努める。

【施策目的】
　森林組合が地域の森林経営の中核的な担い手
としての役割を果たせるよう、組織体制の充実
と人材の育成に対して支援する。

411 地域の森林づくりを推進する
集落数

  H15 25集落
   → H20 56集落
       → H26 87集落
 　　　    → H32 100集落

421 森林組合の低コスト施業実施
面積

  H20 78ha
     → H26 660ha
           → H32 1,400ha

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】
基本指標達成度
(H17～H32)

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

実施目標達成率
（H22～H26）

平成２４年度末状況

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

取組のねらい
戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

【全般事項】
基本指標の達成度は、向上しており、事
業は順調に進んでいる。事業内容も概ね
適切であり、更なる推進を図られたい。
　一方で、林業従事者に対する森林整備
などの教育の推進や、森林組合以外の民
間事業体の林業従事者の育成も大切であ
るとの意見があった。
　また、県には林業に参画する一般事業
体が増加するよう、指導・支援を行うと
ともに、指導林家や青年林業士を積極的
に認定し、活動場所を創出することを期
待したい。

【森林所有者等の意欲の高揚】
　地域の森林づくりを推進する集落数
は、順調に増加しており、さらなる推進
を期待する。
　林業後継者の育成や新規就業者の就業
促進を早急に進める必要があり、森林所
有者への啓発や就労環境の改善に向けた
取り組みや、林業経営基盤の強化に向け
た指導と支援が引き続き必要である。

【森林組合の活性化】
　森林組合の木材生産に専門的に従事す
る作業員が、２２年度に比べて減少して
おり、また、森林組合の低コスト施業実
施面積達成率も低い状況にある。今後、
集約化施業の推進について、さらに努め
られたい。
　また、人材育成は、森林組合にとって
大きな課題であり、組合役員への指導、
資格制度の利用、研修の推進を支援する
等、継続的な支援が必要である。

【森林環境学習の推進】
森林環境学習「やまのこ」事業は県内全
小学校で実施され、受講者数も増加して
おり、次代を担う人材育成のためにも、
重要な事業であると評価できる。引き続
き事業の推進を期待する。
また、小学生だけではなく、中学生や大
人も対象とした森林環境学習の推進、各
学校への木の机の導入による木材需要の
推進、地域で実施している親子森林環境
学習への支援などにも努めていただきた
い。

<林業後継者の育成等>
　林業労働力確保支援センターを通じて、育成協議会
の開催、林業労働者の募集、新規就業者の就業促進等
を実施した。
また、境界明確化の作業を通じて後継者の意識が高ま
るよう林研グループと協働で研修会を実施した。
<林業普及事業>
　林業普及指導員が中心となり、市町や森林組合、森
林所有者等と連携をとり、集約化施業の推進に努め
た。

　県内の小学４年生が体験をとおして森林づくりを学
習する森林環境学習「やまのこ」事業を実施した。

　平成１９年度　１１５校（  6,700人）
　平成２０年度　２０２校（ 12,928人）
　平成２１年度　２４１校（ 14,650人）
　平成２２年度　２４３校（ 14,557人）
  平成２３年度  ２４２校（ 14,707人）
  平成２４年度  ２４３校（ 14,549人）

目標：県内の全ての小学校（市町立、国立、私立、特
別支援学校）で実施

　今後は、「やまのこ」事業対象外の他の学年の児
童･生徒、大人等が既存施設を活用し、森林環境学習
が広がるよう、市町等と連携していく必要がある。

滋賀県
森林審議会
の評価等

　　事業の実施概要

　・推進の状況
　・推進上の問題点の分析
　　（対応の状況を含む）

<森林組合の低コスト施業実施面積>
　森林組合の低コスト施業実施面積　452ha

　滋賀県森林組合連合会が森林組合を育成･強化する
ために行う指導への助成、森林組合が行う素材生産等
に対する資金面での助成を実施した。
　また、林業従事者の就労環境の改善に向けた取組へ
の支援や森林組合常例検査等を通じて、森林組合の経
営基盤の強化に向けた指導に努めた。
　さらに集約化施業を推進するため、森林施業プラン
ナー研修や森林作業路作設技術者育成研修の実施や、
素材を低コストで行う人材の育成に対して助成した。

★★★

(51%)

「昨年度
より向
上」

【森林組合の木材生
産に専門的に従事す
る作業員数】

　　H20　 0人
　　H26　50人

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
(80-25)/(100-25)=73.3％

計算式
（452-78)/(1,400-78)＝28.2%

計算式
(31-0)/(50-0)＝62.0％

計算式
(17,200-12,928)/(20,000-12,928)＝60.4％

戦

達成度：基本施策毎の単純平均
（73+28)/2＝50.5％

達成度：基本施策毎の単純平均
（62+60)/2＝61.0％
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